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【政策６】　　環境

基本施策16　花と緑と水のある環境づくり
【施策統括課：環境政策課　主な関係課：下水道課、都市農業振興担当】

＜現状と課題＞
○令和６(2024)年５月、都市緑地法等の一部を改正する法律が公布され、気候変動対策や生物
多様性の確保、幸福度(ウェルビーイング)の向上等の課題解決に向けて、都市における緑地の
質や量の両面での確保について推進が求められることになりました。

○東京都は「自然と調和した持続可能な都市」を目指し、行政だけでなく、都民や企業とともに、
緑を未来に継承していくため、100年先を見据えた緑のプロジェクト「東京グリーンビズ」を
令和５(2023)年７月に始動し、東京の緑を「まもる」「育てる」「活かす」取り組みを推進していま
す。

〇「国立市緑の基本計画」は策定から20年が経過し、社会情勢や緑を取り巻く状況も変化したこ
とから、前計画をアップデートするとともに、これまでの施策の整理と市民の緑に対する意識
やニーズを踏まえつつ、市民アンケート調査やワークショップを開催することで市民意見を反
映し、緑の基本計画を改定しました。

〇令和５(2023)年に閣議決定された「生物多様性国家戦略2023-2030」では、生物多様性の損
失を止め、回復させていく「ネイチャーポジティブ」の考え方が示され、今回の緑の基本計画改
定に当たっては、生物多様性保全を最重要項目の一つとして捉え、「生物多様性地域戦略」を
策定しました。

〇これまで国立市では、大学通り緑地帯、崖線樹林地、谷保の城山(東京都歴史環境保全地域)、
谷保天満宮など拠点となるような緑空間を中心に、その保全に努めてきました。しかしなが
ら、市街化の進展や農地の減少等によって、現在、市内の緑環境は大きく変化してきていま
す。

〇農地や樹林地などの緑被地は、一度失われると新たに創出することが難しいことから、各種制
度の活用による農地や樹林地保全、宅地開発時の緑化指導、公共施設や民有地の緑地保全な
どにより、緑被地面積、緑被率を現状維持していくことを目標とします。

〇国立市は、南部地域に多摩川、矢川をはじめとした多くの河川や用水が存在し、ハケ下には湧
水があり、恵まれた水環境を有しています。こうした水辺環境の維持については、生物の生息
環境の保全を考慮し、市民参加による維持管理活動等が行える環境づくり、仕組みづくりを進
める必要があります。

〇市民や来街者に「くにたち」らしさをしっかりと印象づけ、より多くの人々から住み続けたい・住
んでみたいと強く支持されるよう、今後も引き続き、市民や事業者、地域活動団体など多様な
主体との連携・協働の下、市内に残されている貴重な自然環境の保全・再生や新たな緑の創出
に取り組む必要があります。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：花と緑と生物多様性の保全＞
【目的】
　将来にわたって継承すべき貴重な財産として、生物多様性の質向上を目指すとともに、花と緑を
大切に守り育て活かします。

【手段】
◆市民ボランティアとの協働により、大学通り緑地帯や公園の維持管理に取り組み、まちを彩る花
壇整備などを通じて、花と緑がいっぱいのまちづくりを推進します。

◆緑や生物多様性の保全を推進するため、市民に関心を持ってもらったり、実際に行動を取っても
らえるよう、情報発信に努めます。

◆「崖線樹林地の保全に係る基本的な方針」に基づき崖線樹林地の公有地化を推進します。
◆「谷保の原風景保全基金」を活用し、ハケや用水と一体となった景観を織りなす農地を保全しま
す。

◆ブロック塀の生垣化や生垣新設について助成し、市街地の景観や都市環境、防災機能の向上を
図ります。

◆民有地の緑化推進にあたっては、地域の植生に配慮した緑化や、生き物を呼ぶための緑化など、
生き物の生息環境の保全と生物多様性の質向上に取り組みます。

◆大学通り緑地帯や街路樹の連続性など景観も考慮し、適切な剪定や維持管理に取り組むほか、
樹勢状況に応じた更新を検討します。

◆立地環境特性や施設の本来機能との調和を図りつつ、公共施設の緑確保を推進します。
◆「公園施設長寿命化計画」を踏まえ、公園施設の計画的な修繕・更新を図るほか、矢川上土地区画
整理事業の見直しに伴い、区画整理区域に計画区域が含まれている矢川上公園については、区
域内の基盤整備の方向性の検討結果を踏まえながら拡充整備を進めます。

　市内外に国立の魅力を印象づける重要な地域資源として、より多くの緑や生物多様性
を保全し、市内の貴重な水資源の水量の確保と水質の向上を目指します。
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【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：水環境の保全と活用＞
【目的】
　矢川や湧水等の水環境を保全し、市民生活に精神的な安らぎや潤いを与えます。

【手段】
◆矢川緑地保全地域と滝乃川学園を結ぶ、エコロジカルネットワークの骨格的な回廊として、矢川
水域及び生態系の保全を推進します。

◆多様な生き物の生息地や回廊として、府中用水域と水田を一体的な自然環境として保全します。
◆「矢川おんだし里山保全地域」の指定に基づき、樹林地、	用水、湧水、田畑で形成される一体的な
自然環境、景観の保全に取り組みます。

◆農家の営農支援に向けて、用水路並びに矢川等の水路の機能管理を行います。
◆市内に残された貴重な自然資源である矢川や湧水、府中用水などの水環境を市民の憩いの場や
学びの場として活用します。

◆緑地の保全や雨水浸透ますの設置促進により、地下水のかん養に取り組むほか、定期的な調査・
監視を踏まえ、良好な水質を維持するために必要な対策を検討します。

◆有機フッ素化合物（PFAS）の地下水汚染問題について、東京都に対し、実態調査をより細かく実
施し、汚染実態の原因究明及び対策を講じることを要望します。

◆矢川の流量や湧水量、また、雨水かん養対策などについては、立川市とも情報交換し、改善に向
けた対応策を研究します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

基本施策17　環境の保全
【施策統括課：環境政策課】

＜現状と課題＞
○政府の環境施策の大綱を定める第六次環境基本計画が、令和６(2024)年５月に閣議決定さ
れ、環境保全を通じた、現在および将来の国民一人一人の「ウェルビーング／高い生活の質」
を最上位の目標に掲げ、「環境共生型社会」の構築を目指すこととしています。今後の環境政
策の展開に当たっては、ネット・ゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブ等の施策において、可能
な限りトレードオフを回避し、統合・シナジーを発揮すべく取り組むこととしています。

○国立市では、環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために、平成
25(2013)年７月に「国立市環境基本計画」を策定しました。同計画では、行政、市民、事業者及
び教育機関が環境保全に取り組んでいく上での共通の環境像や目的、施策の方向性を示すと
ともに、環境保全に向けた各主体の行動を積極的に誘導していく役割を担うことを目指してい
ます。

○また、国の地球温暖化対策計画は、令和７(2025)年２月に計画の改定が閣議決定され、世界全
体での1.5℃目標と整合的で、2050年ネット・ゼロの実現に向けた直線的な経路にある野心
的な目標として、2035年度、2040年度において、温室効果ガスをそれぞれ60％、73％削
減することを目指し、新たな「日本のNDC(国が決定する貢献)」を、気候変動に関する国際連
合枠組条約機構(UNFCCC)に提出しました。

○東京都は、2050年ゼロエミッション東京の実現に向け、2030年までに温室効果ガス排出
量を50％削減するカーボンハーフを掲げ、令和７(2025)年４月から開始する太陽光パネルの
設置義務化をはじめとした条例制度に加え、各種施策を拡充してきました。令和７(2025)年５
月、気候危機の深刻化や社会情勢の大きな変化の中、取組を一層加速するため、2030年カー
ボンハーフと素先の未来を見据え、「ゼロエミッション東京戦略	Beyondカーボンハーフ」を策
定し、2035年までに温室効果ガス排出量を60％以上削減(2000年比)する新たな目標を設
定しています。

○国立市においては、令和３(2021)年２月に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、令和６(2024)年３
月に「国立市地球温暖化対策実行計画」を策定しました。同計画は、国立市における温室効果
ガスの削減及び気候変動への適応推進に向けたもので、省エネルギーや、再生可能エネル
ギーの導入などによる温室効果ガス削減の取り組みを推進し、令和12(2030)年度までに温
室効果ガスの排出量を、市域全体で平成25(2013)年度比で60％以上削減する目標を定めま
した。
○計画で定める目標の達成については、省エネルギー、再生可能エネルギーの導入を促進し、脱
炭素まちづくりの推進に向けて、市民、事業者の理解や協力を得ながら、ゼロカーボンシティ
実現に向けた横断的取り組みを推進していく必要があります。
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＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：環境保全型のまちづくり＞
【目的】
　良好な地球環境・生活環境の維持・向上に向け、市民との連携・協働に根ざした取組を推進すると
ともに、大気汚染、水質汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭といった公害の発生を防止します。

【手段】
◆環境問題に対する市民の理解や関心の醸成に結びつく情報の提供を行います。
◆環境に関する学習の機会や活動の場を提供し、市民等が行う環境保全活動を支援します。
◆行政として対応が必要な環境問題が発生した場合、関係機関との調整や、解決・改善に向けた働
きかけを行います。

◆典型７公害の発生防止に向けた監視・指導に継続して取り組みます。
◆苦情が発生した場合には、速やかに状況の把握や原因の特定、規制基準の適否等の確認を行っ
た後、発生源に対し速やかな改善指導や助言を行います。

◆有機フッ素化合物（PFAS）の地下水汚染問題について、東京都に対し、実態調査をより細かく実
施し、汚染実態の原因究明及び対策を講じることを要望します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　より多くの市民が地球環境問題や環境負荷軽減に対する理解を深め、自主的・自発的
にエコライフ(環境に配慮した生活)を実践するとともに、常に衛生的で良好な生活環境
が保たれているまちを目指します。

＜展開方向２：ゼロカーボンシティに向けたまちづくり＞
【目的】
　脱炭素まちづくりの推進に向けて、市民、事業者、行政といった各主体の責務と役割に応じ
た取組を着実に推進し、令和12(2030)年度までに温室効果ガスの排出量を、市域全体で平成
25(2013)年度比で60％以上削減し、2050年の温室効果ガスの実質排出量ゼロ(ゼロカーボン
シティ)を目指します。

【手段】
◆エネルギー消費の少ない製品・サービスの利用等を促進するとともに、環境に配慮した、脱炭素
型のライフスタイル、ビジネススタイルへの転換を図ります。

◆再生可能エネルギー等の導入促進やエネルギーの脱炭素化を図ります。
◆電動車の導入促進、公共交通の利便性向上や、自転車の利用促進など、交通の脱炭素化を図り、
自動車に依存しないライフスタイルに向けて、安心安全で魅力ある都市空間の確保によるウォー
カブルなまちづくりを推進します。

◆市民や事業者の理解・協力を得て、多様な主体が脱炭素化の担い手となる脱炭素まちづくりを推
進します。

◆樹木被覆地などの緑は、植物の蒸発散や緑陰よる地表面の温度低減等を通じて、ヒートアイラ
ンド現象を緩和し、暑熱対策や気候変動適応対策となることから、緑の確保に取り組んでいきま
す。

◆国立市役所としても、再生可能エネルギーの活用、公共建築物における省エネルギー化の推進、
カーボンオフセット事業の推進などに、積極的に取り組んでいきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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基本施策18　循環型社会形成の推進
【施策統括課：ごみ減量課　主な関係課：総務課、下水道課】

＜現状と課題＞
○大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、健全な物質循環を阻
害するほか、気候変動問題、天然資源の枯渇、大規模な資源採取による生物多様性の破壊な
ど様々な環境問題にも密接に関係しています。資源・エネルギーや食糧需要の増大や廃棄物
発生量の増加が世界全体で深刻化しており、一方通行型の経済社会活動から、持続可能な形
で資源を利用する「循環経済(サーキュラーエコノミー )」への移行を目指すことが世界の潮流
となっています。

○国の第６次環境基本計画では、目指すべき持続可能な社会の姿を「環境保全とそれを通じた
「ウェルビーイング／高い生活の質」が実現できる「循環共生型社会」の構築」とし、持続可能
な社会を実現するため、環境的側面、経済的側面、社会的側面を統合的に向上させることが必
要であるとしており、東京都においても、2050東京戦略において、サーキュラーエコノミーへ
の移行を推進するとしています。

○国立市においても循環型社会形成に向け、引き続き、ごみの発生抑制、食品ロス削減、プラス
チックごみの資源化などについて行政が先導的な役割を果たしながら、EPR(拡大生産者責
任)14を柱とした5R15×Responsibility(責任)の普及拡大に取り組む必要があります。

○国立市が収集した可燃ごみは、稲城市にある稲城市、狛江市、府中市、国立市の４市で構成す
る多摩川衛生組合が運営するクリーンセンター多摩川で焼却され、その後の焼却灰は日の出
町にある25市１町で構成する東京たま広域資源循環組合が運営する二ツ塚処分場において
エコセメントにリサイクルされ、土木建築資材として活用されています。また、不燃ごみは、市
内にある環境センターへ搬入し、分別・破砕・圧縮等の工程を経て、専門業者が引き取り処理さ
れています。

○国立市は、平成22(2010)年度には埋め立てごみ「ゼロ」を達成し現在も継続中であり、平成
29(2017)年９月に家庭ごみ有料化を実施しました。家庭ごみ有料化実施後のごみ排出量は
減少傾向にありますが、ごみの搬出量は、依然として多摩地域の他市と比較して多い方に位置
しており、ごみ焼却の中間処理及び最終処分を広域化して他の自治体に依存している状況で
あることから、中間・最終処分場の延命化やごみ処理過程における環境負荷の低減、限りある
資源・エネルギーの有効活用を図るためにもより一層の発生抑制と処理適正化を実施していく
必要があります。

○近年、国内各地で地震や豪雨等の大規模災害に伴う災害ごみも大量に発生しています。また、
新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、非常時や災害時においてもごみ処理を適正に行

14	 Extended	Producer	Responsibilityの略であり、製品等の生産者に、製品等が廃棄された後の処分やリサイク
ルに責任を持たせようという考え方。この考え方が推進されることで、生産者は製品等の設計段階からごみになり
にくいものやリユース・リサイクルしやすいものを作るようになるため、環境負荷の低い製品等がまちに広がって
いき、結果としてごみが減っていくと考えられている。

15	「Reduce(リデュース)：ごみになるものを減らす」、「Reuse(リユース)：使い捨てせずにそのままの形状で何度も
使う」、「Repair(リペア)：修理・修繕しながら物を大切に使う」、「Return(リターン)：使用済み製品を販売店へ返
す」、「Recycle(リサイクル)：原材料として再生して使う」の頭文字をとったもので、循環型社会を実現するための
キーワード。

うことができるよう平時から備えておく必要があります。
○市民、事業者への積極的な情報発信をデジタル技術を活用して強化し、より多くの市民や事業
者が主体的に循環型社会形成を進めていく活動に参加できるよう促進する必要があります。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：多様な主体との連携・協働による発生抑制＞
【目的】
　多様な主体との連携・協働の下、市内から出されるごみの総量を抑制します。

【手段】
◆EPRを柱とした5Rの推進に向け、ごみの発生抑制及び責任主体による資源化に取り組み、環境
負荷の少ない循環型社会形成を目指します。

◆家庭系ごみ及び事業系ごみの適正排出及び再資源化を促進します。
◆食品ロス削減に向け、食品ロス削減推進計画に基づく啓発活動などに取り組みます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　廃棄物の発生抑制および適正処理を推進し、環境負荷ができる限り低減された社会(循
環型社会)の形成を目指します。

16	 市内における家庭から排出される一般廃棄物及び事業者から排出される一般廃棄物の合計（可燃、不燃、粗大、小型
家電、有害、資源物、容器包装プラスチック、集団回収を含む）



第
３
次
基
本
計
画

124 125

＜展開方向２：再資源化の推進＞
【目的】
　循環型社会の形成に向け、限りある貴重な資源を有効活用します。

【手段】
◆全市的にごみの分別排出の徹底が図られるよう、収集作業における不適正排出の確認や周知啓
発等の強化に取り組みます。

◆再資源化を促進するため、適正な分別作業及び再資源化業者への引渡しを推進します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向３：環境負荷の少ない処理の推進＞
【目的】
　環境に配慮した安全なごみ処理を安定的に推進します。

【手段】
◆ごみ処理による環境負荷を低減するため、焼却残渣のエコセメント化等について、円滑な運営に
貢献できるよう構成団としての責任を果たします。

◆し尿及び生活排水の適正な処理を行うとともに、仮設便所を除く100％の水洗化を目指します。
◆公共施設から排出されるごみの減量をはじめ、分別の徹底やリサイクルの推進等に向け、職員の
ごみに対する意識向上を図ります。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

【政策７】　　都市基盤

基本施策19　道路の整備と適正管理
【施策統括課：道路交通課　主な関係課：都市計画課】

＜現状と課題＞
○現在、全国の地方公共団体では1950年代半ば(昭和30年頃)から1970年代初頭(昭和47年
頃)の高度経済成長期に集中的に整備されたいわゆるハコモノといわれる公共建築物や道
路・橋梁等のインフラ施設を含めた公共施設の老朽化が一斉に進行しています。

○このような状況の下、国では、平成25(2013)年11月に「インフラ長寿命化計画17」を策定し、
インフラ機能の確実かつ効率的な確保に向け「安全・安心の確保」を前提とした「中長期的視
点に立ったコスト管理」が必要だとしています。

○一方で、かつては自動車を中心に、生産性の向上に重点を置いた道路整備が行われていまし
たが、高齢化等の時代背景の変化に伴い、いつまでも健康的な生活が継続でき、だれもが安
全に移動できる「人にやさしい」道路整備への要請が高まるなど、ウォーカブルな道路が求め
られ、役割が変化してきています。

○国立市においても、道路施設の老朽化の進展に伴い、平成30(2018)年５月に策定した「国立
市道路等長期修繕計画」に基づき、計画的な維持管理を進めるとともに、ユニバーサルデザ
インの考え方を取り入れ、だれもが安全で快適に使いやすい道路となるよう、いかにより効
果的・効率的に維持管理していくのかが極めて重要な課題となっています。

○都市計画道路は、人、自転車及び自動車のほか、公共交通などの移動を支える交通機能をは
じめ、物流産業を支え、生活道路への不用な通過交通の抑制、都市の防災性の向上や上下水
道施設、共同溝等のライフラインの収容等を担うなど、多様な機能を有する根幹的な都市施
設であり、機能的に連携されたネットワークを形成することにより、市民生活や都市活動を支
えるものです。

○令和８(2026)年３月には、東京都と特別区及び26市２町が協働し、「東京における都市計画
道路の整備方針(第五次事業化計画)」が策定されました。この中では、東京を取り巻く社会情
勢の変化、道路を取り巻く課題及び東京の将来像をふまえ、都市の強靭化、人やモノの自由
な移動、安全で快適な道路空間の創出、都市環境の向上を基本目標に掲げ、都市計画道路
の整備に向けた取り組みを行っており、国立市でも優先整備路線の事業化に向けた取り組み
を行っています。

○市内の都市計画道路の整備率は約45％にとどまっており、渋滞の解消や生活道路に通過車
両が流入するなどの課題解決をはじめ、快適で安全な歩行者空間、自転車通行空間の確保
や緑と緑をつなぐ道路空間の形成など、地域の特性や将来需要、健康まちづくり戦略を踏ま
えた、安全でウォーカブルな道路網の整備を推進していく必要があります。

17	 国民の安全・安心を確保し、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図るとと
もに、維持管理・更新に係る産業(メンテナンス産業)の競争力を確保するための方向性を示すものとして、国や地
方公共団体、その他民間企業等が管理するあらゆるインフラを対象に策定。

25
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＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：既存の道路空間の安全性・快適性の確保＞
【目的】
　歩行者、自転車、自動車など道路を利用する全ての人々が、安全で快適に移動できる道路空間を
確保します。

【手段】
◆人々の暮らしの安全性・快適性を確保するため緊急度や重要度に応じ、老朽化した舗装・道路施
設の補修やバリアフリー対応の歩道整備等を計画的に推進します。

◆道路の改修にあわせて道路付属物の更新を検討し、人にやさしい道づくりを推進します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　だれもがより安全で快適に移動できる「人にやさしい道づくり」を進めます。

＜展開方向２：計画的な道路網の整備＞
【目的】
　地域の特性・課題に対応した秩序ある道路網の形成を図ります。

【手段】
◆優先度の高い路線を抽出した上、沿道の地域住民の理解と協力のもと、その着実な整備を推進し
ます。

◆都及び関係区市町で連携・協力して策定された「東京における都市計画道路の整備方針」の第五
次事業化計画に基づき計画的な整備を推進していきます。

◆優先整備路線以外の都市計画道路は、広域的なネットワークとして機能することを前提に、改め
て計画について検証し、必要に応じて段階的な整備を進めます。また、都市計画道路3・4・3号線
については、環境上の配慮などを含めた様々な観点から、必要に応じて計画の見直しを検討しま
す。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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基本施策20　交通環境の整備
【施策統括課：道路交通課】

＜現状と課題＞
○国立市では、交通安全の推進及び自転車の安全利用を促進するために、令和元(2019)年11
月に「国立市交通安全計画」及び「国立市自転車安全利用促進計画」を策定し、立川警察署とも
協力し、交通安全教室を実施してきたほか、各種啓発活動、自転車走行空間の整備等、様々な
施策を行ってきました。

〇ハード・ソフト両面からの施策の実施により、平成30(2018)年の市内の交通事故件数は247
件でしたが、令和７(2025)年の市内の交通事故件数は184件と減少しています。

〇しかし、自転車関与事故件数は、平成30(2018)年に102件(自転車関与率41.3％ )、令和７
(2025)年に92件(自転車関与率50.0％ )となり、件数は減少しているものの、関与率は増加し
ているため、今後も引き続き、対策を継続していくことが必要です。

〇また、近年ではコミュニティサイクルの活用が注目されており、多くの自治体で導入が進んで
います。国立市においても、平成31(2019)年４月から民間事業者が実施するコミュニティサイ
クル事業支援を行い、市内の公共施設や公園等に自転車ポートを設置しています。近隣市から
の乗り入れや公共交通と合わせた利用も考慮し、だれもが利用しやすい環境整備を進める必
要があります。

〇需要や働き方の変化等により、バスの減便が生じるなど、地域公共交通を取り巻く環境は、近
年、変化が生じています。全国的にもバス運転士不足が課題となる等、地域公共交通について
の対応が求められています。

〇誰もが安心・安全でウォーカブルな道路環境整備を行うとともに、全ての方を交通事故から守
ることができるよう、きめ細やかで総合的な交通安全対策の強化が必要となっています。

○公共交通をはじめとする地域交通の充実とともに、高齢者、しょうがいしゃや単独では公共交
通を利用できない方の移動支援が必要となっています。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：交通安全対策の推進＞
【目的】
　高齢者、しょうがいしゃ、子どもなどの交通弱者も安心して移動できる、交通事故のない安心で安
全なまちを目指して整備を進めます。

【手段】
◆子どもから高齢者まで交通安全の意識を高め、安全な行動・運転を心がけてもらうため、交通安
全意識の啓発を強化します。

◆市民が安心して外出できるようにするため、道路・交通環境の整備を推進します。
◆円滑な交通の流れを確保し、交通事故を防止するため、地域の実情や交通量等を勘案した上で、
警察と連携して対策を行います。

◆事故の発生を未然に防ぎ、市民の安全を確保するため、道路・交通環境の点検を定期的に行い、
点検結果に基づいた事故防止対策を進めていきます。

◆自転車利用者へ利用ルールの周知徹底を図るとともに、自転車とすれ違う歩行者、自動車などの
道路利用者へも、関係機関等と連携し、啓発活動を行い自転車利用者の交通ルールの遵守意識
の醸成を図ります。

◆自転車の安全性、快適性の向上や健康・環境などの地域の課題やニーズに応じ、自転車の安全利
用促進を図ります。

◆高齢者、しょうがいしゃを含む多くの駅利用者が安全に鉄道利用できるよう、鉄道事業者に協力
依頼をしていきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　だれもが安心・安全に移動できるよう、交通安全対策を行います。また、より多くの市
民が公共交通機関や自転車を積極的に利用できるまちを目指します。
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＜展開方向２：多様な地域公共交通の充実＞
【目的】
　だれもが使いやすい多様な地域公共交通の充実を目指します。

【手段】
◆バス事業者、タクシー事業者、関係機関等と市内の地域公共交通の課題を整理し、既存の公共交
通を維持していくとともに、福祉的な交通についても地域公共交通活性化協議会で議論を行っ
ていきます。

◆先進的かつ実現可能性の高いモビリティにより、地域公共交通の活性化に向けた検討をしてい
きます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

基本施策21　魅力あるまちづくりの推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【施策統括課：国立駅周辺整備課

主な関係課：富士見台地域まちづくり担当、南部地域まちづくり課、
都市計画課、道路交通課、まちの振興課、環境政策課】

＜現状と課題＞
〇「国立市都市計画マスタープラン」では、「ひとにやさしいまちづくり」を基本理念に掲げていま
す。市の最も重要な資源は、市民をはじめ、国立市で働く人、学ぶ人、訪れる人など国立市にか
かわるすべての人間です。すべての人たちの命・尊厳・生活を大切にし、互いに尊重し合い、い
きいきと活動しやすい環境を作ることこそ、まちづくりの本旨であり、核として位置づけられる
ものです。このことを踏まえ、以下の取組を行っています。

○1920年代の大正末期から昭和初期にかけて整備が進められた国立駅周辺の市街地(「国立
大学町」)は、令和８(2026)年４月に国立駅の開業から100年を迎えます。

〇この間、国立大学町は、戦後にほぼ全域が文教地区に指定され、「文教都市くにたち」を象徴す
る地域となっています。このような特徴を持つ国立駅周辺地域は、平成25(2013)年に中央線
連続立体交差事業が完了し、大きく環境が変化しました。

○国立市では、平成21(2009)年11月に、今後の国立駅周辺のまちづくりを進めていくための基
本的な方向性を示した「国立駅周辺まちづくり基本計画」を策定しました。同計画に基づき、着
実に事業を進めた結果、平成30(2018)年５月には国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ
が開設され、平成31(2019)年２月には国立駅北口駅前広場が再整備されました。

○令和２(2020)年２月には文化財でもある旧国立駅舎が再築されました。旧国立駅舎は「まちづ
くりの駅」として活用し、国立大学町のまちづくりの歴史を後世に伝え、市への愛着を醸成する
とともに、まちの回遊性を高め、まちの魅力を発信する役割を担う拠点としていく必要があり
ます。

〇令和５(2023)年２月にJR東日本との用地交換が実現し、JR東日本グループが建設した賃貸
住宅棟の一部を市が賃借して、令和７(2025)年７月に国立駅南口子育ち・子育て応援テラスが
開設されました。また、この施設が面している西第１号線の整備が令和７(2025)年３月に完了
しました。子どもだけではなく、たくさんの人が活用する施設から、歩きやすくなった空間によ
り周辺への回遊性が高まることが期待されます。
○また、国立駅周辺の道路は回遊性を高めることや、健康まちづくり戦略を踏まえて国立駅南口
広場の再整備や東第１号線の整備をすることにより人が集えウォーカブルな空間にするほか、
再築された旧国立駅舎周辺の空間をより魅力あるものとなるよう、関係団体等と協力しなが
ら引き続き整備していく必要があります。

○富士見台地域は、1960年代の昭和30年代後半に、当時の日本住宅公団(現在の独立行政法
人都市再生機構(以下、UR都市機構))が、国立富士見台団地の建設とともに進めた土地区画
整理事業により基盤整備が進められ、住宅や公共施設の建設が進み、市街地が形成されまし
た。

○1965(昭和40)年に完成した団地は、創設から60年が経過しており、現在は日本各地にあるコミュニティバス「くにっこ」
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多くの団地と同様に、高齢化率の上昇、空室率の上昇等の課題が生じています。
○これらの課題に対し、平成30(2018)年２月には、「国立市富士見台地域まちづくりビジョン」
を、令和3(2021)年５月には「国立市富士見台地域重点まちづくり構想」を策定し、今後のまち
づくりの方向性・協働まちづくりの手引書として地域住民及び関係団体と共有し、このビジョン
と構想の実現に向けて取り組んできました。また、令和４(2022)年３月には、国立市とUR都市
機構が連携協定を締結し、これらの計画に基づくまちづくりの推進に向けて、より一層の連携
体制を構築しました。

○富士見台四丁目では、少子化・高齢化の進展、にぎわい創出の課題がある中、まちづくりの観
点から地域課題への対応と都営矢川北アパートの建替え事業との連携の下、令和５(2023)年
４月、多世代を対象とした誰もがふらりと立ち寄りたくなる複合公共施設くにたち未来共創拠点
「矢川プラス」が整備され、新たなにぎわい拠点として機能しています。
○また、基盤整備が進められた経緯から、富士見台地域は、市の中で公共施設が集中している地
域です。基本施策29で述べられているように、富士見台地域の公共施設もまた老朽化が進ん
でいます。あわせてUR賃貸住宅を中心とした団地においても、住環境の課題が顕在化してお
り、ビジョンや構想を実現する過程において、それら公共施設の再編と団地再生の方針や配置
をUR都市機構と連携しながら「富士見台地域重点エリア」として検討し、居住の安定を図りな
がら、ここからまちの価値を発信していくことが求められています。

〇さらに、主体的にまちづくりに参画する市民の担い手を育成するために、構想に基づき、「クラ
ブサバーブ」と銘打った、まちを楽しくする企画を練り、実際にその企画を体験することができ
るワークショップを実施してきました。若い世代や子育て世代を含む多世代で取り組む、公園
での野外上映会や、夜の公園を活用した花火イベントづくりなど、身近な公共空間を活かし、
自らの関心や暮らしの知恵を起点に、人と人が緩やかにつながる新たな場や関係が芽生えて
います。他市においても同様の取り組みが広がり始め、住民自身がまちを自分たちで創り、育
てるという意識を持って、様々な活動に参画することを通じて、よりよいまちを創っていく取り
組みを進めていくことが求められています。

○市南部の多摩川沖積地から青柳段丘にかけての地域は、かつて甲州街道を中心とする農村地
帯として集落が形成され発展してきました。地域内には、崖線の樹林地や矢川の清流、湧水群
など、都心部近郊にありながら水と緑に恵まれた自然環境が残されているとともに、谷保天満
宮や南養寺、城山等の歴史ある文化的遺産が分布しており、国立の源ともいえる貴重な地域
となっています。

○昭和59(1984)年に策定した「国立市南部地域開発整備基本計画」により、幹線道路の整備や
土地区画整理事業が実施されるなど都市基盤の整備が大きく進展しました。平成26(2014)
年に「国立市南部地域整備基本計画」、令和６(2024)年には「国立市南部地域整備基本計画改
定版」を策定し、南部地域の将来像「豊かな自然・歴史ある文化とともに発展するまち」を目指し
て整備を推進しています。

○令和７(2025)年にJR南武線(谷保駅～立川駅間)連続立体交差化計画等の都市計画案説明会
が行われ、事業化に向けた調査・検討が進められています。

○国立市においては、令和３(2021)年の「南武線沿線まちづくり方針」及び令和５(2023)年の
「矢川駅周辺基盤整備計画」で、鉄道が立体化された後のまちの将来像、駅前広場等の整備
や土地利用の方針を示し、令和７(2025)年には、矢川駅南口駅前広場等の都市計画案説明会
を実施しています。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：回遊性のある国立駅周辺地域のまちづくり＞
【目的】
　文化財である旧国立駅舎を中心とする国立駅周辺地域を起点として市内に向けた回遊性のある
空間とすることにより、国立市の魅力を高めます。

【手段】
◆国立駅南口のロータリーを含む南口駅前広場整備、国立駅周辺の道路整備等を進めることによ
り、だれもが歩いて街を楽しめる回遊性のある空間を創出します。
◆市民に必要な機能を有する公共施設、旧国立駅舎周辺の広場空間及び円形公園等の整備を進
め、それらを中心に「市民が集い、来訪者を迎え、にぎわいと交流のある」空間を創出します。

◆再築された旧国立駅舎をまちの魅力発信の拠点として活用し、回遊性を高め、まちの活性化につ
ながるように施設運営を行います。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　それぞれの地域の特性や魅力を活かした都市機能の整備が行われ、恵まれた自然と歴
史ある文化遺産と調和しつつ、利便性や快適性、防災面からみた安全性を兼ね備えたま
ちづくりを進めます。
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＜展開方向２：多世代が安心して暮らせる活力に満ちた富士見台地域のまちづくり＞
【目的】
　富士見台地域を、少子高齢社会に対応した、多世代が安心して暮らせる活力ある地域とするとと
もに、一人ひとりの生活の質の向上を目指します。心地よい風景と人と人のつながりが日常的に感
じられる豊かな暮らしをはぐくみながら、住空間と公共空間の両面から、持続可能で包摂的な街づ
くりを進め、この地域から国立市の魅力と価値を広く発信していきます。

【手段】
◆地域住民、UR都市機構と協働し、「国立市富士見台地域まちづくりビジョン」「国立市富士見台
地域重点まちづくり構想」の実現に向けて取り組みます。

◆UR都市機構による団地の再生と公共施設の再編を連携させ、地域の暮らしを支える空間の再構
築と、持続可能なまちづくりを推進します。

◆構想にある市民まちづくりプロジェクト100の活動のさらなる醸成を図るとともに、これまでの活
動を通じて芽生えてきた、住民による小さな活動や日常のアクティビティを基盤として公共空間
の活用と都市基盤の再構築をつなぎ、多様な主体が関係性を築く「共創型まちづくり」を深化さ
せていきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向３：歴史・文化・自然環境と調和した南部地域の基盤整備＞
【目的】
　豊かな自然・歴史ある文化とともに発展するまち」を目指し、恵まれた自然と歴史ある文化遺産を
保全しつつ、安心・安全で快適なゆとりある住環境の形成に向け、都市基盤の整った生活利便性の
高いまちづくりを推進します。

【手段】
◆豊かな自然・歴史ある文化に配慮した南部地域のまちづくりを計画的に推進していきます。
◆市街地整備の事業化に向けた整備手法の検討を行うとともに、地区計画等の制度を活用したま
ちづくりも推進します。

◆「南部地域狭あい道路整備方針」に基づき、南部地域における狭あい道路の拡幅整備を計画的に
推進します。

◆「国立市町界町名整理に関する基本方針」に基づき、町名や地番の整理改善作業を計画的に推進
します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向４：JR南武線連続立体交差事業と連携したまちづくり＞
【目的】
　JR南武線連続立体交差事業により、安全な歩行・交通環境の整備、防災機能の向上等を図るとと
もに、南武線沿線のまちづくりや鉄道と交差する道路の整備を進め、安全で快適なまちづくりを進
めます。

【手段】
◆踏切渋滞や踏切事故、鉄道による地域の分断などを解消し、人にやさしいまちづくりを実現する
ため、東京都、鉄道事業者等と連携して、JR南武線連続立体交差事業による鉄道と道路との立
体交差化を促進します。

◆鉄道と道路との立体交差化等により踏切事故や踏切遮断による交通渋滞を解消し、より安全で
快適な歩行空間を整備します。

◆谷保駅周辺では道路の拡幅等による歩行・交通環境の改善、矢川駅周辺地域では、駅前広場等
の整備により、交通結節機能の強化、安全で円滑な歩行・交通環境の整備を進めます。

◆JR南武線連続立体交差事業にあわせた道路整備を推進します。また、矢川上土地区画整理事業
の見直しに伴い、区画整理区域に計画区域が含まれている矢川上公園については、区域内の基
盤整備の方向性の検討結果を踏まえながら拡充整備を進めます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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基本施策22　地域特性を活かしたまちづくりの推進
【施策統括課：都市計画課　主な関係課：福祉総務課】

＜現状と課題＞
○国立の市域は、かつて甲州街道を中心とする農村地帯から発展した南部地域と、大正時代の
末期以降に民間開発により整備された北部地域という都市形成の過程が大きく異なる２つの
地域に大別でき、まちなみや都市景観の特徴も両地域では大きく異なっています。

○このうち、南部地域は崖線の樹林地や湧水を源とする水と緑に恵まれた自然的景観と、谷保天
満宮や南養寺、城山等の歴史的景観を兼ね備えています。一方、北部地域は国立駅を中心に
大学通り、旭通り、富士見通りが放射状に伸び、その沿道に整然としたまちなみが形成され、市
内外に「文教都市くにたち」を象徴する良好な都市景観を強く印象づけています。

○平成10(1998)年４月には、「文教都市くにたち」にふさわしく美しい都市景観を守り、育て、つ
くることを目的に「国立市都市景観形成条例」を施行し、良好な景観の保全・形成が図られるよ
う指導を行っているほか、大学通り沿道地域(一橋大学から江戸街道まで)を「都市景観形成重
点地区18」に指定しています。

○このように、国立市は地域ごとに歴史や発展の経緯が異なり、それぞれ個性的なまちなみを形
成しています。地域ごとの課題も異なるため、地域特性に応じたまちなみの誘導が必要となっ
ています。富士見台地域は、公共施設を中心に大規模な施設の老朽化が目立ってきたことか
ら、今後の在り方を検討する必要がありますが、再生にあたっては地域への影響の大きさを踏
まえ模範となることが求められます。また、南部地域では、生産緑地地区の減少やミニ開発の
増加により、緑の減少や景観を損なう状況となっていることから、開発の際には敷地内の緑化
や周囲との調和を促す必要があります。

○平成28(2016)年には、まちづくり条例が施行され、市民が主体となったまちづくりとして地区
まちづくり計画の策定が可能となるとともに、一定規模以上の開発案件は条例手続きを通し
て事業者と市が協議できるようになりました。また、策定から20年以上が経過した「国立市都
市景観形成基本計画」は令和２(2020)年３月に改訂し、名称を「国立市景観づくり基本計画」に
変更するとともに、令和７(2025)年３月には、景観づくりガイドラインの策定を行いました。今
後は、これらに基づきまちづくりや景観づくりをすすめるとともに、地区まちづくり計画や重点
地区の指定についても推進を図る必要があります。

○国立市における空き家対応については、平成28(2016)年度に空き家等実態調査を実施し、空
き家であると判断できる全空家等候補が210棟確認できました。その後も継続的に空き家等
実態調査を実施しており、令和６(2024)年度末における全空家等候補は301棟となっていま
す。

○また、空家等の現状把握と発生予防、空家等の適正管理促進、特定空家等や管理不全空家等
に対する措置、空家等の利活用の推進を基本方針として空家等対策を総合的かつ計画的に推
進していくため、令和６(2024)年度に「国立市空家等対策計画」を策定しました。さらに、市内

18	 一定規模以上の大規模行為は、建築確認申請の前に、国立市都市景観形成条例第26条に基づき、市への届出が必要
であり、重点地区においては、戸建住宅等の小規模な建築行為等の場合でも、同条例第15条に基づき、市への届出
が必要となっている。

の空家等の発生抑制及び解消を図ることを目的として、専門家団体等と連携・協力し、空家等
の売却・賃貸・適切な管理・利活用等に関する相談事業等を実施するため、令和６(2024)年度
に専門家団体等と協定を締結し、本協定に基づき、市内の空家等の所有者等が空家等に関す
る困りごとを相談できる専門家による窓口を令和７(2025)年度に設置しました。

○マンション管理については、老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンションの増
加が見込まれる中、マンションの管理の適正化の推進に関する法律が改正され、地方公共団
体によるマンション管理適正化の推進について示されました。これに伴い、令和４(2022)年４
月から、マンションの管理計画が一定の基準を満たす場合、地方公共団体が、適切な管理計画
を持つマンションとして認定する、管理計画認定制度が創設されました。

○建築物の耐震化については、令和４(2022)年１月に国立市耐震改修促進計画が改訂され、令
和７(2025)年度までに、耐震性が不十分な住宅をおおむね解消するという目標を掲げていま
す。

○居住の支援については、国において、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律（住宅セーフティネット法）が改正され、今後、住宅確保要配慮者の賃貸住宅への居住
ニーズが高まることが見込まれる中で、誰もが安心して賃貸住宅に居住できる社会の実現を
目指すとしています。

○国立市では、高齢者やしょうがいしゃなど自分で住まいを探すのが難しい方やそのご家族や支
援者からの相談を受けるため、国立市居住相談窓口「住まいサポートくにたち」を開設していま
す。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：良好なまちなみ・景観の保全＞
【目的】
　「文教都市くにたち」にふさわしい良好なまちなみや景観を守り、育て、つくります。

【手段】
◆事業者が土地利用を行う際の手続き及び基準等を定めた「国立市まちづくり条例」の運用を通

　良好なまちなみや美しい景観を後世へ引き継ぐとともに、市民や事業者との連携の下、
各地域の特性を活かし、まとまりのあるまちづくりを推進します。
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じ、全市を対象に良好なまちなみの形成を誘導します。
◆国立らしい良好な住環境の下で、ゆとりある住生活を送れるよう、快適な住環境の創出を誘導し
ます。

◆今後も引き続き、市民・事業者等に「国立市都市景観形成条例」に基づく景観形成基準の遵守を
求めるとともに、景観づくりガイドラインを活用し、国立の景観特性に基づいた良好な景観の保
全や景観づくりの誘導に努めます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：地域特性を活かしたまちなみの形成＞
【目的】
　国立らしいまちなみや景観をさらに向上させていくために、市民と行政が連携して、地域特性に
ふさわしいまちづくりを推進します。

【手段】
◆地域特性に応じたまちなみの維持・向上に向けて、地区計画等の諸制度を活用するなどして良好
な空間づくりを推進します。

◆市民が自発的に地域特性にふさわしいまちづくりを進めるために、まちづくり条例による地区ま
ちづくり計画の策定を支援します。

◆各地区の特性に合った良好な景観の保全に向け、重点地区の指定を推進します。
◆景観上重要な建築物等については、その維持・保全及び継承を行うために、重要景観資源の指定
を目指します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向３：良好な住環境の整備＞
【目的】
　良好な住環境の整備を推進します。

【手段】
◆木造住宅や分譲マンション、特定緊急輸送道路沿道建築物等の建築物の耐震化を促進します。
◆「国立市空家等対策計画」に基づき、空き家対策を総合的、計画的に推進します。
◆市内の空き家の状況を把握し、有効に活用できる仕組みづくりを進めます。
◆マンションの適切な維持管理のために、管理の重要性や方法等について普及啓発を図るととも
に、管理組合の取組の支援を進めます。

◆住宅セーフティネット法に基づき、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の安定を図るため
の方策を具体的に検討していきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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基本施策23　下水道の整備・維持・更新
【施策統括課：下水道課】

＜現状と課題＞
○我が国では、下水道や道路、橋梁をはじめとして人々の生活環境を支えているインフラ施設の
多くが、1950年代半ば(昭和30年頃)から1970年代初頭(昭和47年頃)の高度経済成長期
に集中整備されています。今後、これらの施設の老朽化が急速に進行する一方、少子高齢化の
進展等を背景に、国・地方を通じて財政状況が厳しさを増す中で、インフラ施設の老朽化対策
は全国共通の重要かつ喫緊の政策課題となっています。

○国立市の公共下水道は、昭和45(1970)年から下水道事業に着手した管きょと事業着手以
前(昭和36年～昭和44年)に布設した管きょを含めると、総管きょ延長は約223㎞ (令和
6(2024)年度末時点)になります。標準的な耐用年数は50年とされていて、すでに耐用年数を
超えている管きょが出てきています。

○こうした状況を受け、平成29(2017)年に「国立市公共下水道ストックマネジメント基本計画」
を策定し、管きょの整備時期の古いものから順次、管きょ内調査を実施し、更新・改築等に着手
しています。今後も計画的に更新・改築等を実施していく必要があります。
○下水道法が平成27(2015)年５月に改正され、政令により維持修繕基準が創設されたことを受
け、生活環境や公共用水域の水質の保全、防災面での安全性及び耐久性の維持・向上を図る
ため、将来的な人口動向など各地区の状況を十分に踏まえながら、老朽化した下水道施設の
予防保全型の維持管理を推進する必要があります。また、市民の日常生活や経済活動に欠か
すことのできないライフラインとして、長期にわたり安定かつ効率的な事業運営に取り組む必
要があります。

○近年の局地化、集中化、激甚化する降雨に伴い、多発する浸水被害を図るため、平成
27(2015)年度に下水道を含む「水防法等と一部を改正する法律」法律が公布され、ソフト・
ハードの両面から水害対策を強化する制度改正が行われました。本市においては、令和７
(2025)年度に策定した国立市雨水管理総合計画に基づき、下水道による浸水対策を効率的
かつ効果的に実施し、今後における浸水被害の軽減を図っていく必要があります。

○地方公共団体の財政状況が厳しさを増している中、下水道事業への基準外繰入等により地方
公共団体の財政運営に与える影響が大きいため、下水道事業の経営基盤の強化が求められ、
下水道事業の経営の健全性や計画性・透明性を図るため、令和２(2020)年４月に地方公営企
業法を適用し、下水道事業のストックやコスト情報を明確にしました。また、持続可能な事業運
営を目的として、同年度に下水道事業経営戦略を策定しました。今後は、人口減少や節水化に
よる下水道使用料の減少、物価・人件費高騰による維持管理費・建設費の増加等の社会情勢
の変化を踏まえて、令和８(2026)年３月に改定した下水道事業経営戦略と、その中に含まれる
下水道使用料の改定の必要性の検証を行って作成した経費回収率向上に向けたロードマップ
に基づき、透明性が高く効率的な事業運営を図る必要があります。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１： 下水道施設の維持・創出＞
【目的】
　地震・集中豪雨等による災害や、施設の老朽化等による事故発生及び機能停止のリスクの低減
を図ります。

【手段】
◆下水道施設に起因する事故を未然に防ぐため、日常のメンテナンスを行い、「予防保全型」の維持
管理に努めます。

◆下水道施設の安全性を確保するため、公共下水道ストックマネジメント基本計画により、計画的
かつ効率的に改築・更新を推進します。

◆農地転用等により宅地化が進んでいる南部地域の浸水被害を防止するため、雨水管の整備を推
進します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：良好な水環境の維持・創出＞
【目的】
　治水対策を促進するとともに、河川・水路等の公共用水域の水質向上や地下水・湧水等の保全及
び再生を図ります。

　地震・集中豪雨等による災害の未然防止にも十分配慮しながら、市民の日常生活や経
済活動に必要不可欠なインフラ施設として、将来にわたって適切かつ効率的な維持管
理・運営を推進します。

19	 国立市の公共下水道は、汚水及び雨水を同一の管きょで排除する合流式と汚水と雨水を別々の管きょで排除する
分流式で整備されている。この分流式で整備されている区域を分流区域という。
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【手段】
◆民間事業者による開発行為等において、雨水流出抑制に関する指導を行います。
◆雨水浸透ます助成制度の周知を推進し、雨水浸透ますの設置拡大を図ります。
◆循環型社会の構築にも結びつくよう、処理水や汚泥等の下水道資源の積極的な活用を図りま
す。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向３：健全な事業運営の推進＞
【目的】
　重要なライフラインとしての役割を将来にわたって発揮し続けることができるよう、下水道事業
の経営基盤強化を図ります。

【手段】
◆地方公営企業法の適用により透明性が高く、より効果的で効率的な事業運営の推進を図ります。
◆持続的な下水道事業を実施していくため、下水道事業の経費回収率の向上を図るとともに支出
の抑制に努め、効率的な事業の実施を図ります。

◆経営戦略については、令和７(2025)年度の改定から５年ごとに改定を行い、経費回収率の向上
に向け、下水道使用料改定の必要性について検討を行います。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

20	 Biochemical	Oxygen	Demand(生物化学的酸素要求量)の略。水中の有機物が微生物の働きによって分解され
る際に消費される酸素の量で、河川の水質汚濁の程度を示す代表的な指標である。この値が大きいほど、有機物が
多く汚れていることを示す。下水道法施行令第6条第2項では「放流水に含まれるＢＯＤ値／放流水の総量」を処理
区単位で40mg／ℓ以下にするよう定められている。

【政策８】　　産業

基本施策24　商工業振興と観光施策による市域経済力の強化
【施策統括課：まちの振興課　主な関係課：南部地域まちづくり課】

＜現状と課題＞
○現在、全国的に消費者の購入先の選択肢が格段に拡大するとともに、商店主の高齢化や商店
会の組織力の低下等により、既存の商店街は厳しい経営環境にある一方、商業機能に加え、
地域コミュニティの維持・再生や高齢者の買い物支援など様々な地域課題に対応するための
受け皿として、商店街に対する期待は高まっています。

○国連サミットで採択されたSDGs(持続可能な開発目標)は、その17の国際目標のうち、「８.働き
がいも経済成長も」「９.産業と技術革新の基盤をつくろう」などの目標において、そのターゲッ
トにイノベーションの促進、中小零細企業の設立や成長の奨励などが掲げられています。これ
らの目標を達成するための取り組みを推進することにより、中小企業や地域の活性化に資す
る可能性があります。

○令和３(2021)年６月時点で、国立市の小売業１事業所当たりの年間商品販売額は約1.817万
円であり、多摩地域26市の中では年間商品販売額は依然として低い水準となっています。ま
た、国立市の特徴として、売り場面積の小さい、経営規模の小さな事業所が多い傾向にありま
す。

○今後、経営者の高齢化が進んでいくにもかかわらず、多くの中小企業では後継者が不在の
状況で、廃業が相次ぐ恐れがあるとの指摘がされています。今後も事業承継に関する相談の
ニーズが続くものと考えられます。

○消費の活性化に向けては、令和６(2024)年度からデジタル地域通貨「くにPay」を本格導入し、
キャンペーンの実施や、健康ポイント・ボランティアポイントの付与等を行っています。

○国立市では、平成20(2008)年に制定した「企業誘致促進条例」に基づき、企業立地あっせん
事業に取り組んでおり、令和６(2024)年度までに12社、17件の誘致企業の指定を行ってい
ます。

○今後、市内外からより多くの人や消費を国立市に引き込み、地域経済の活力を高めていくため
には、地域の潜在力と創意工夫を最大限に引き出しながら、個性豊かで魅力ある商店・商店街
づくりや既存企業の経営基盤の強化・安定化に向けた取組を積極的に支援するとともに、新た
な産業の誘致・育成や様々な地域資源の魅力を高めていく必要があります。

○観光に関しては、旧国立駅舎に観光案内機能を有する「まち案内所」を設置するとともに様々
な企画を執り行い、旧国立駅舎の年間来館者数は増加傾向にあります。

○今後、市内外の多くの人々が「文教都市くにたち」のまちの魅力に触れ、そこでの出会いを楽し
むことができるにぎわいあるまちを目指していく必要があります。
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21	 市内の中小企業者、農業者、商店街を組織する団体及びＮＰＯ法人に対し、事業経営に必要な設備資金・運転資金等
の貸付をあっせんするもの。

22	 中小企業等で働く事業主や従業者の福利厚生の向上・充実を図るため、国立市から財政援助を受け、安定した運営
を行っている福利厚生団体。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１： 中小企業の収益力強化とベンチャーの育成＞
【目的】
　地域経済の収益力を強化するとともに、市内での起業・創業を促進し、まちに活力を与えるため、
経営基盤の強化・安定化を図ります。

【手段】
◆個人商店を中心とした中小企業への伴走型支援として、全国展開されているBizモデルによる売
上向上のためのコンサルティングをワンストップで行うとともに、訪問による周知活動等に取り
組みます。

◆まちの賑わい創出等の観点から、地域の事業者や関係団体と協力しニーズ調査や意見交換を踏
まえて支援計画を策定し、一層の経営支援の充実を図ります。

◆中小企業の経営基盤の強化・安定化に向け、中小企業事業資金等融資あっせん制度21の利用促
進などに取り組んでいきます。

◆中小企業で働く従業者の確保・定着に結びつくよう、勤労市民共済会22の活動を支援します。
◆市内での新たな起業・創業を支援します。
◆チャレンジショップやシェアキッチンの充実、東京都等の補助金の紹介・活用支援等の支援策を検
討します。

◆女性向けの創業支援策として、コミュニティ形成支援・ロールモデル普及などの施策の検討を行
います。

　人口が減少し経済が縮小する環境において、観光手法を駆使して市外からもより多く
の消費を引き込むとともに、個々の商工業者・創業者が活気をもってチャレンジできる
環境を創出し、市域経済力を活性化し、訪れ・住み・働く場として選ばれるまちを目指し
ます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：観光収益力強化のための環境整備＞
【目的】
　多様な主体との連携・協力の下、様々な地域資源を活用してまちのブランド力を高めるとともに、
観光資源を効果的に発信し、にぎわいを創出します。

【手段】
◆市民まつり、さくらフェスティバル、LINKくにたち、国立駅開業100周年イベントなどの開催を通
じ、市内の魅力を発信し、市内外からの集客力の向上を図ります。また、これらイベントについて
は引き続き学生との連携を行います。

◆「文教都市くにたち」の魅力と地域資源を活かし、にぎわいを創出するため、国立市観光まちづく
り協会等との連携を強化するとともに、市の魅力を高める活動を支援します。
◆再築した旧国立駅舎をまちの魅力発信の拠点として活用します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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23	 国立市では、都市計画法上の用途地域のうち、準工業地域、商業地域、近隣商業地域、第一種住居地域、第二種住居地
域、第二種中高層住居専用地域に立地する企業を各種奨励措置の対象としている。

＜展開方向３：チャレンジする商店街等の支援＞
【目的】
　地域のやる気と創意工夫の下、既存商店街の集客力を向上させるとともに、商店街の枠を超えた
店舗による連携によりさらなるにぎわいを創出し、市内での消費拡大につなげます。

【手段】
◆イベント事業等による商店街の販売促進活動を支援します。
◆商店会との連携の下、市外からの来街者が商店街を回遊するための仕組みづくりを進めます。
◆事業者に対し、商店街の活性化事例や各種研修・補助制度の紹介等の情報提供を推進します。
◆デジタル地域通貨「くにPay」の加盟店を増やし、くにPayの活用を推進することで、市域内の消
費活性化を目指します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向４：企業誘致の促進＞
【目的】
　市外からの新規企業の立地を促進するとともに、指定企業の定着を図ります。

【手段】
◆今後も引き続き、市外からの新規企業の立地や既存事業者の産業誘導地域23への移転を促進す
るための支援に取り組みます。

◆文教都市にふさわしい研究開発型や教育産業等の付加価値の高い企業誘致に積極的に取り組
み、雇用の拡大と地域経済の活性化につなげます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

基本施策25　農業振興と農地保全の推進
【施策統括課：都市農業振興担当　主な関係課：都市計画課】

＜現状と課題＞
○日本の農業全体を取り巻く環境は、農業者の高齢化などによる担い手不足や、相続に伴う農
地の減少、安価な輸入農作物の増加など、依然として厳しい状況にあります。

○平成27(2015)年に都市農業振興基本法が成立し、平成28(2016)年５月には都市農業振興
基本計画が国において策定され、宅地化すべきものとされていた市街化区域内農地が、ある
べきものと明記されるなど、制度上の大きな転換を迎えました。

○これらの動きを受け、平成29(2017)年４月に生産緑地法の一部改正を含む都市緑地法等の
一部を改正する法律が成立し、生産緑地地区の面積要件の緩和や特定生産緑地制度が創設
されました。平成30(2018)年には都市農地貸借円滑化法が施行され生産緑地の貸借が可能
となり、農地を保全する制度が整いました。

○国立市では、平成30(2018)年４月に生産緑地指定の下限面積の条例を制定し、300㎡まで
引き下げることが可能となりました。

○「農林業センサス東京都報告」によると、国立市内でも、農地が平成２(1990)年の108haから
令和２(2020)年の48ha、農家数が平成２(1990)年の210戸から令和２(2020)年の109戸へ
と大きく減少しているとともに、令和２(2020)年では農業従事者の６割以上が60歳以上とな
るなど、担い手の減少及び高齢化が顕著な状況にあります。

○市南部を中心に営まれている農業・農地は、新鮮で安心・安全な農産物の提供、地産地消の推
進、農業体験等を通じた市民相互及び生産者とのコミュニケーションの促進、ハケ・用水・農地
から構成される「くにたち」独自の景観的魅力、災害時の延焼遮断など、本市にとってなくては
ならない多面的な機能を有しています。

○農業・農地の有する多面的機能が今後も適切に維持・発揮されるよう、より多くの市民や事業
者等との連携・協力の下、市全体で農業・農地を守り支えていくための取組を強化していく必
要があります。

○毎年生産緑地の追加指定を行っているものの、生産緑地の面積は減少傾向にあります。また、
新法指定の生産緑地地区のほとんどは指定から30年を経過し、農地を減らさないよう特定生
産緑地として７割近くの指定がなされましたが、今後も更なる周知に努めていく必要がありま
す。

○相続により必要となる相続税が営農継続における１つの壁となり、納税資金確保のための農
地売却による生産緑地の減少が大きな課題となっています。このことから、相続税納税猶予制
度の適用対象の更なる拡大などを国に対して求めていく必要があります。
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＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：農業経営の強化と農地の維持＞
【目的】
　国立の重要な地域資源である農業・農地の多面的機能が、今後も適切に維持・発揮されるように
します。

【手段】
◆農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者を増加させるとともに、経営体の収入増を支援し、
農地の保全及び有効利用を促進します。

◆市内農業者の販路を拡大させるため、地産地消の対策と機会の創出を推進します。
◆農地の保全及び有効利用を促進するため、生産緑地の追加指定や特定生産緑地の移行を進めま
す。

◆くにたち独自の景観的魅力である「農の営みが残る原風景」を保全していくため、各種の農地保
全に関わる制度を周知してその活用を推進します。

◆農地を維持保全していくため、強固な構造を含む営農に必要な農業用施設を相続税納税猶予制
度の適用対象とするよう、引き続き国に対して要望していきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　地産地消や農業体験など市民が農業に親しめる環境づくりを進めるとともに、農業経
営の強化や農業後継者の育成を促進し、農業・農地を適切に保全していきます。

24	 自らの農業経営の改善を図り、効率的で安定的な農業経営を目的とした農業経営改善計画を作成し、その計画が市
の認定を受けた農業経営者・農業生産法人。認定を受けると金融措置や税制措置等の支援を受けることができる。

＜展開方向２：多様な主体との連携による農業の推進＞
【目的】
　農業・農地の有する多面的機能への市民理解を深め、地産地消を促進するなど、地域ぐるみで農
業・農地を守り支えるための取組を推進します。

【手段】
◆農業・農地を有する環境の意義を市民に広めるため、農業体験及び農業の情報発信の拠点として
整備した「城山さとのいえ」を中心に、農業のPRと市民と農業者を繋ぐ事業を推進します。

◆くにたち野菜を引き続きPRするとともに、くにたち野菜の販路拡大のため、飲食店との連携等新
たな施策を展開します。

◆都市農地が有する環境保全機能や景観形成機能について市民に理解を広め、災害時の一時避
難や農作物の調達をすることを目的とした防災協力農地を拡大していきます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

農業委員会による稲作体験学習会
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【政策９】　　自治体経営

基本施策26　変化に対応できる柔軟で効率的な行政運営
　　　　　　　　　　　　　　　　 【施策統括課：行政改革・情報政策担当

 主な関係課：政策経営課、総務課、文書法制課、法務担当、職員課、市民課、
会計課、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局】

＜現状と課題＞
○国立市の人口は令和７(2025）年１月１日現在で76,079人となり、ここ数年間は増減を繰り返
しながら横ばいの状況が続いています。今後市内における民間開発等の動向により人口増加
の可能性はあるものの、人口減少の局面に入りつつあると推測されます。

○国立市における人口構成の見通しとしては、高齢化率が上昇し、生産年齢人口の比率は減少
傾向となります。令和22(2040)年には日本全体で高齢者人口がピークになると推計されて
おり、医療・介護等の社会保障費がさらに増加することが懸念されます。また、生産年齢人口の
減少に伴い、税収が減収していくことも懸念されます。

○こうした状況においても、国立市がより多くの人々から住み続けたい・住んでみたいと強く支
持されるまちとして発展を遂げ、将来の人口減少や税収の減少に対応できるようにするために
は、選択と集中の下、予算・職員・施設等の限りある行政の経営資源をより効果的・効率的に配
分し、行政運営に尽力する必要があります。

〇また、近年、地域主権改革や市民ニーズの多様化により、市全体の業務量が増加しています。
限られた人材で多様化する市民のニーズに対応するためには、職員一人ひとりが効率的・効
果的な行政運営を推進するとともに、課題に対して部署を越えて積極的に連携する「部署間連
携」により横断的に対応していくことが求められます。

〇具体的には、常に職員一人ひとりの能力向上を図りながら、単純な業務を減らし、ヒトが対応し
なければできない業務に人員を振り向けていかなければなりません。人口減少の流れを受け、
自治体においてもAIの積極的な活用が行われています。新たな技術や民間事業者の活用等
により適切な人員配置を行うとともに、「国立市人材育成基本方針」に基づく人材育成や令和
2(2020）年度より導入された会計年度任用職員制度を適切に運用することが必要となってい
ます。

〇こうした状況のなか、財源及び人的資源を確保するための具体的な計画として、第５期基本構
想第３次基本計画の策定に合わせ、「国立市行財政改革プラン2027」を見直し、「国立市行財
政改革プラン2029」を策定しました。

〇平成28（2016）年４月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が施行され、女
性活躍とワークライフバランス推進のための働き方改革が求められています。これに関連し、
国立市においても、女性管理職比率の向上、職員の年次有給休暇日数の向上、男性の育児休
業取得率の向上、職場における代替人員の確保、職場環境の整備などの課題に対応していく
ため、「特定事業主行動計画」に基づいた取組を進めています。

○国は、令和３（2021）年９月にデジタル社会形成基本法を施行し、国際競争力を高め急激な少

子高齢化に対応するためにデジタル技術をあらゆる分野において活用し、創造的かつ活力あ
る社会を目指すことを打ち出しました。東京都は、令和５（2023）年に東京デジタル2030ビ
ジョンを策定し、「組織ごとや自治体ごとではなく、オール東京でデジタルのあり方を提言し、
都が牽引役となり、変革に挑んでいく」としています。

○平成28(2016)年１月から開始されたマイナンバー (社会保障・税番号)制度により、社会保障・
税・災害対策の行政手続において、申請の電子化や自治体間の連携が推進されています。ま
た、国によるマイナポイント等の普及施策の実施や、健康保険証、運転免許証としての利用開
始により、マイナンバーカード保有率は全国平均78.2％（令和７（2025）年３月末時点）となり、
多くの人がマイナンバーカードを活用する社会になりつつあります。

○コロナ禍を契機に、日本社会のデジタル化の遅れが指摘されるようになり、行政の在り方や
人々の働き方が大きく変わることとなりました。特別定額給付金等の給付事業や、新型コロナ
ウイルスワクチン接種事業等で一斉にすべての自治体がシステムを使った業務を始める際、
自治体の基幹システムが統一的でないことにより迅速な対応が難しかった反省から、地方公
共団体情報システムの標準化に関する法律が令和３（2021）年９月に施行され、対象20業務
については原則として令和８（2026）年３月までに国が定める標準仕様書に準拠したシステム
へ移行することが義務付けられました。

○働き方が多様化していることや、生産年齢人口の減少による人手不足への対応として、AIの
活用、テレワークやペーパーレスの推進等のDX（デジタルトランスフォーメーション）を進める
ため、令和５（2023）年３月に国立市DX推進計画を策定し、各種取組を進めることとしました。

＜施策の目的及び体系＞

　中長期的な視点に立ちながら、選択と集中及び部署間の緊密な連携体制等に根ざした、
より一層効果的・効率的な事業の実施に努め、市民から信頼される市役所を実現します。
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＜展開方向１：行政改革と自治体DXの推進＞
【目的】
　社会経済情勢の変化や今後さらに多様化・複雑化していくと見込まれる市民ニーズに対し、柔軟
かつ適切な対応を図るとともに、継続的な改善改革に取り組みます。また、国立市DX推進計画に基
づき、ICT25を活用した、質の高い市民サービスの提供や事業者の利便性向上を図るために、行政
の制度や組織の在り方を変革していきます。

【手段】
◆将来的な事務量を的確に見極め、労働市場の状況や民間活力の導入も見据えながら、適正な定
員管理を推進します。

◆選択と集中の下、事業のスクラップアンドビルドを常に意識し、総合基本計画を起点とする
「Plan(計画)⇒Do(実施)⇒Check(点検・評価)⇒Act(改善改革)」からなるPDCAサイクルの有
効性を高め、より高い実効力を伴った行政運営を計画的に推進します。

◆費用対効果やセキュリティを十分に勘案した上で、各種行政手続のオンライン化や証明書等のコ
ンビニ交付の推進等を図ります。

◆マイナンバー制度の運用により、各種行政手続の簡素化を推進します。
◆自治体システムの標準化・共通化を始めとする国の動きに対応しつつ、既存の業務プロセスを検
証し、生成AIの活用や「書かない窓口」の導入を始めとして職員の事務負担の軽減と市民サービ
ス向上の両面から行政のDXを進めます。

◆デジタル地域通貨「くにPay」を市の様々な事業で効果的に活用することで、行政と市民の関わり
方の変化を促し、市への愛着心の醸成と市民生活の充実を図ります。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

25	 情報（Information）や通信（Communication）に関する技術（Technology）の総称。一般的なＩＴ（情報技術）の
概念をさらに一歩進め、ＩＴに通信コミュニケーションの重要性を加味した言葉。

＜展開方向２：人材確保・人材育成と働き方改革＞
【目的】
　良質な市民サービスを提供し続けるため、市政の担い手となる有為な人材の確保に取り組みま
す。また、職員のモチベーションや能力・資質を向上させるとともに、能力を発揮しやすい職場環境
整備を進めることで職員の生産性を高めます。

【手段】
◆通年採用やカムバック採用など、市政を担う人材の安定的な確保を図ります。
◆人材育成基本方針に基づき、人事評価制度を活用し、組織目標達成に向けた職員のモチベー
ションの向上と人材育成を図ります。

◆育児休業に対する代替人員の確保やワークライフバランスの向上、軽装勤務の通年化等により
働きやすい職場環境の整備を進め、職員の健康・意欲の維持向上を図るとともに、生産性の低下
を防ぎます。

◆テレワークによる勤務を実施するとともに、週休３日制やフレックタイム制の導入検討を行う等、
多様な働き方を推進します。

◆適材適所による人事配置を基本としつつ、職場における意思決定の多様性を確保するため、管理
職における女性の比率向上を図ります。

◆会計年度任用職員の募集・任用や異動など、効率的な組織運営の観点から、あり方の検討を行い
ます。

◆ハラスメントに対する職員の意識啓発や研修の実施、カスタマーハラスメント対策マニュアルの
周知・活用等、職場におけるハラスメント防止対策を推進します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】



第
３
次
基
本
計
画

154 155

＜展開方向３：安定的な行政サービスの提供と情報セキュリティ＞
【目的】
　複雑化・多様化する市民ニーズや行政課題に対応し、安定的かつ効率的な行政サービスを提供す
るとともに、個人情報を含む情報資産の適正な管理・運用を行います。

【手段】
◆基礎的な行政サービスである戸籍・統計・選挙事務等や行政サービスを支える文書・契約・監査・
出納事務等を安定して行える体制を整えます。

◆庁内の情報基盤の整備を進め、デジタルツールを活用できる環境を整えるとともに、システムを
安定的に維持管理し、市民サービスの向上と事務処理の効率化を進めます。

◆個人情報の保護に関する法律及び国立市個人情報の保護に関する法律施行条例に基づき、個人
情報を適正に取り扱います。

◆先進技術の動向把握に努めつつ、ハード・ソフトの両面から、多面的なセキュリティ対策を推進し
ます。

◆職員のセキュリティ意識の向上を図るための研修を充実させます。
◆社会動向や技術動向を踏まえ、情報セキュリティ対策基準等ルールの見直しを定期的に行いま
す。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

基本施策27　市民の市政参加と市内外への魅力・情報発信
【施策統括課：秘書広報担当　主な関係課：政策経営課、行政改革・情報政策担当、まちの振興課】

＜現状と課題＞
○国立市では市民との対話をより重視していくため、令和７（2025）年度から「市民と市長の対話
の会」を実施するなど、多様な意見を市政に反映させることを目指しています。

○市の魅力発信については、国立市観光まちづくり協会と連携して、シティプロモーションサイト
を運営するとともに、フィルムコミッション事業を展開しています。その結果、市内におけるロ
ケ件数が増加し、国立市をメインロケ地とする映画が撮影されるなど、ロケ地としての認知が
進んでいます。

○また、情報通信ネットワーク化の進展により、個人における情報入手や発信の自由度は高まっ
てきています。一般的な情報発信の方法として、スマートフォンやタブレット等の普及により、Ｘ
（旧Twitter）やLINE、YouTube、FacebookやInstagramといったSNS(ソーシャルネッ
トワーキングサービス）が注目を集めています。国立市でも、情報発信手段として、市報のほか
に、ホームページ、メール配信、Ｘ(旧Twitter)、LINE、YouTube等を活用し、市政情報や市
の魅力を市内外に向けて広く積極的に発信しています。

○今後、市報等の紙媒体をさらに工夫し、市民の生活の充実、利便性の向上となるような情報発
信を行うとともに、ホームページについても、主要な情報発信手段として、さらなる内容の充
実を図りつつ、高齢者やしょうがいのある方などだれもが利用できるものにするため、ホーム
ページのアクセシビリティの向上を図る必要があります。また、社会における情報通信手段の
発展に伴い、ターゲットを絞った情報発信の仕組みを構築し、Ｘ(旧Twitter)、LINE等のさら
なる活用を図る必要があります。

○平成28(2016）年12月に「官民データ活用推進基本法」が制定され、同法において基本施策
の一事項として、「国及び地方公共団体等が保有する官民データ26の容易な利用等」（オープ
ンデータの推進）が定められました。オープンデータは、行政が保有するデータを、市民や企業
等が編集・加工等をしやすい形で、インターネット等を通じて公開することにより、自治体が抱
えている政策課題を市民と共有し、共に解決していくことや、企業等が効果的に活用すること
で新たなサービスやビジネスを生み出し、地域の活性化につなげていこうとするものです。東
京都では、オープンデータの標準フォーマットを定義し、都内の市区町村で共通したオープン
データを公開する環境を整備しています。国立市においても、オープンデータの公開・拡充へ
の取組を推進し、有益な市民サービスや地域課題の解決につなげていく必要があります。

○このような状況下、地域社会を構成する多様な主体が適切な役割分担の下、より緊密に連携・
協働してより良いまちづくりに取り組めるようにするためには、個人情報保護に十分配慮しな
がら、まちづくりに関する多種多様な情報の積極的な提供等を通じ、より多くの人々の自発的・
主体的なまちづくり活動につなげていく必要があります。

26	 電磁的記録に記録された情報であって、国若しくは地方公共団体又は独立行政法人若しくはその他の事業者によ
り、その事務又は事業の遂行に当たり管理され、利用され、又は提供されるもの。
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＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：市民の声を反映させる仕組みづくり＞
【目的】
　行政に対する市民の意見・要望を収集し、市民の声を政策に反映することで、相互理解を深め市
民の市政への主体的な参画を促します。

【手段】
◆まちづくりに対する意見・要望等を広く市政に反映させるため、様々な媒体を活用した広聴機能
の充実に取り組みます。

◆市民と市長の対話の会や、ワークショップ、パブリックコメント等の適切な実施、子どもの意見の
聴取により、多様な意見を市政に反映させます。

◆若者・現役世代にとっても魅力的なまちとするため、若者・現役世代の市政参画に向けて取り組み
ます。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：市内外への魅力発信と移住・定住の促進＞
【目的】
　移住・定住の促進に向けて、国立市の魅力を市内外に発信するシティプロモーションに取り組み
ます。

　市民との対話等を行うことで、多様な意見を市政に反映させるとともに、市内外に魅
力・情報発信を行い、市政に興味を持っていただく方や来街者を増やします。また、市政
情報を含む様々な情報を効果的に市民等に公開・提供・発言し、その情報が積極的に活用
されるまちを目指します。

【手段】
◆より多くの方に国立市に興味関心を持ってもらうため、市政情報や市内で開催されるイベント情
報などを各種広報手段で市内外に積極的に発信していきます。

◆閑静な街並みや、個性的な建物・店舗を効果的にアピールするため、国立市フィルムコミッション
事業を推進し、市外からの来街者の増加を目指します。

◆国立市の子育て環境や地域の魅力を発信することで、特に若い世代の移住・定住の促進に取り組
みます。

◆若者による地域活動の支援を行うことで、新たな地域の担い手を創出します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向３：情報の発信と共有＞
【目的】
　市政情報を含む様々な情報を迅速かつ効果的に発信・公開・提供することにより、市民等による
情報の積極的な活用を促進するとともに、必要な情報を容易に入手できる環境に向けて取り組みま
す。

【手段】
◆社会における情報通信手段の発展に伴い、市報等の紙媒体のさらなる充実を図るとともに、ホー
ムページやＸ(旧Twitter)、LINE等のSNSの活用を図り、市民のだれもが必要な情報に容易に
アクセスし、利用することができる環境を整備します。

◆市や市民に影響のある情報を継続的・定期的に収集し、しっかりと分析を行うことで、効率的な広
報活動につなげます。

◆行政情報のオープンデータ化を推進するとともに、その利活用を積極的にPRします。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】
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基本施策28　将来にわたって持続可能な財政運営
【施策統括課：政策経営課　主な関係課：行政改革・情報政策担当、課税課、収納課、保険年金課、会計課】

＜現状と課題＞
○国立市の歳入のうち、自主財源の約８割、歳入全体の約４割を占め、財政の根幹をなしている
市税は、税制改正の影響を受けつつも、令和４(2022)年度以降増加傾向となっています。特に
市税全体の約５割を占めている個人市民税は、納税義務者数の増や物価高騰及び賃金上昇に
伴う給与所得の伸び等により増加しています。

○また、国立市は令和３(2021)・４(2022)年度に地方交付税の交付団体となりました。しかし、令
和５(2023)年度からは再び不交付団体になるなど、交付団体と不交付団体との境界線上に位
置していることから、地方交付税は歳入面において不安定な要素となっています。

○ふるさと納税制度の利用者は年々増加し、令和６(2024）年度の全国の寄附受入額が約１兆
2,728億円となりました。国立市においては令和７(2025）年度課税の寄付金控除額が５億
2,857万円となった一方、寄附受入額は１億円程度に留まり、流出額は増加を続けています。
国立市の個人市民税は約80億円であり、多くの市税が他自治体へ流出することで、現在の行
政サービスの水準の維持や、新規事業の展開に影響が生じる可能性があります。東京都市長
会では、東京都、特別区長会及び東京都町村会とともに総務大臣に対して制度の廃止を含め
た抜本的な見直しを要望しています。

○歳出では、支出が義務づけられ任意に節約できない経費である人件費、扶助費及び公債費か
らなる義務的経費が全体の約５割以上を占めています。そのうち、扶助費は直近10か年で平
均５％以上の伸び率で推移しており、子育て・障害・生活保護分野では平均して毎年度２～４億
円ずつ増加するなど大きな伸びを示しています。近年、各分野の対象者数が増加していること
に加え、サービス需要の高まりを受けた施策拡充等がその要因と考えられます。

○また、人件費は、給与改定による増加に加え、会計年度任用職員制度の導入と期末・勤勉手当
の支給開始による増加によって大きく伸びています。なお、これらの経費増加に対しては普通
交付税による措置がされているところですが、前述のとおり国立市は不交付団体となることが
多く、一般財源での負担となっています。

○近年、物価や賃金が継続的に上昇しています。市の財政運営上においても、こうした動きに併
せて歳出が増加傾向にあり、市税をはじめとする歳入も増加していますが、歳出の増加に追い
付いていない状況にあります。

○平成26(2014)年２月に「財政健全化の取り組み方針・実施細目」を策定し、職員人件費の見
直し、国民健康保険特別会計の赤字補てんの圧縮、家庭ごみ有料化の実施、事務事業の見直
し、保育園の民営化など不断の財政改革に取り組んできました。また、平成28(2016)年３月に
「国立市健全な財政運営に関する条例」を制定し、健全で規律のある財政運営に取り組んで
きました。しかしながら、令和元年(2019)年度に経常収支比率が100.2％となり、以降100％
に近い水準で高止まりの状態が続くなど、国立市の財政状況を取り巻く環境は悪化していま
す。

○こうした厳しい財政状況においても健全な財政運営を行うため、歳出抑制や事業の見直しな

どの取り組みがこれまで以上に求められています。また、今後、国立市においても少子高齢化
や既存の公共施設の老朽化の進展等に伴い、さらに財政需要が増大していくと見込まれるこ
とから、より自律性の高い財政運営を行うため、使用料・手数料等の自主財源を安定的に確保
することや高い市税収納率の維持することが極めて重要となっています。

＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：財政規律の確立と健全な財政運営＞
【目的】
　財政の健全性を堅持し、計画的で安定的な財政運営を推進するとともに、市民にも分かりやす
く、より透明性の高い財政運営を目指します。

【手段】
◆高い実効力を伴った財政規律(予算編成方針、予算執行方針等)の下で、限りある市の予算を各
事務事業に適切に配分します。

◆適正な起債による財源の充当によって、建設事業の着実な進捗と世代間の財政負担の公平化を
図ります。

◆市が設置した基金を必要な事業に活用するため、適切な管理・運用を推進します。
◆新地方公会計制度27を活用し、財務情報をより詳細かつ正確に把握することにより、より効果的・
効率的な行財政運営やより質の高い行政サービスの提供に結びつけます。

◆市の財政状況を取り巻く環境が悪化しつつあるため、歳入のさらなる確保と歳出抑制の両面か
ら検討を行うとともに、計画している事業の先送りなど柔軟な予算編成も含め、安定的で健全な
財政運営ができるよう取り組みます。

27	 新地方公会計制度は、現状の会計処理では見えにくい資産・負債等のストック情報や行政サービスに係るコスト情
報を、複式簿記・発生主義の導入により補完しようとする会計処理である。

　安定的に自主財源を確保し、将来にわたって自律性の高い財政運営を推進します。
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【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

＜展開方向２：市税等自主財源の確保と市債権の適正管理＞
【目的】
　市税を中心とした自主財源を安定的に確保するとともに、市民の理解と協力の下、市税収納率の
維持と市債権の適正な管理・確保を図ります。

【手段】
◆くにたち未来寄附制度の利用促進に向け、さらなる検討及びPRを推進します。
◆納税義務者及び課税客体(土地・家屋・償却資産(事業用資産))の的確な把握に努めながら、公平
で的確な課税を推進します。

◆納付機会、納付手段の充実や滞納整理の強化など、今後も引き続き、収納率を維持するために
様々な取組を推進します。

◆市債権の適正な管理と回収を行います。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

基本施策29　公共施設マネジメントの推進
　　　　　　【施策統括課：資産活用担当

主な関係課：政策経営課、総務課、建築営繕課、環境政策課、下水道課、教育総務課、教育施設担当】

＜現状と課題＞
○全国的に、高度経済成長期に集中的に整備された公共建築物や道路・橋梁等のインフラ施設
を含めた公共施設の老朽化が一斉に進行している一方、少子高齢化の進展、人件費や物価高
騰等により、財政状況が厳しさを増している中、既存の公共施設を現状と同一の規模・管理運
営方法で維持・更新していくことは極めて困難です。

○このような状況下、速やかに公共施設の全体状況を把握し、長期的な視点をもって、計画的な
更新・長寿命化・統廃合等を行い、財政負担の軽減・平準化を図った公共施設の最適な配置を
実現するため、国は平成26(2014)年４月、全国の地方公共団体に対して「公共施設等総合管
理計画」の策定を要請しました。

○国立市が将来にわたり適切な行政サービスの提供と持続可能な財政運営の両立を図るために
は、公共建築物やインフラ施設及び土地といった市有財産を経営資源として捉え、次代を見据
えた戦略的な運用を図っていくことが不可欠といえます。最大限の効果を発揮させ、健全な財
政基盤による、国立市の地域及び社会の実情にあったまちづくりが持続的に推進できるよう、
高い実効力を伴った「公共施設マネジメント」に取り組む必要があります。

○国立市では、平成29(2017)年３月に「公共施設等総合管理計画」を策定(令和６(2024)年３月
改訂)しました。その他、個別施設計画として「公共施設再編計画」(令和３(2021)年３月)、「学
校施設整備基本方針」(平成31(2019)年３月)、「道路等長期修繕計画」(平成30(2018)年３
月)、「公共下水道ストックマネジメント基本計画」(令和元(2019)年10月)及び、「公園施設長
寿命化計画」(令和５(2023)年７月)を策定し、適切な整備、保全のため各計画に基づく取り組
みを行っています。

○今後、それぞれの個別施設計画を適宜見直しながら、実効性を伴って展開されるよう事業を進
めていく必要があります。

○公共施設の適切な維持管理と更新に向けて、適切な予定価格の設定や分離分割発注による
適切な工期の設定など、昨今増加している建築工事の入札不調を防ぐ契約制度を検討してい
く必要があります。
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＜施策の目的及び体系＞

＜展開方向１：公共施設等の適正管理と有効活用＞
【目的】
　市民生活と経済活動を支える重要な都市基盤及び活動拠点として、既存施設を適切に管理・保
全するとともに、経営資源と捉え戦略的な利活用を推進していきます。

【手段】
◆「公共施設保全計画(令和７(2025)年12月改定)」を１つの指標とし、既存建物の計画的な保全を
推進します。

◆道路・下水道等のインフラ施設について、既存施設の計画的な維持・更新を推進します。
◆土地や建物といった市有財産を経営資源として捉え、有効活用を図るとともに、利用計画が定
まっていないなどのものについては、売却や貸付、有償借地の解消等の取組を推進します。

◆維持管理に係る経費の削減及び施設の再編などにより、歳出の縮減を図ります。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

　公共施設の適切な管理・保全を行いつつ、行政サービスの継続的かつ安定的な提供の
ため、経営資源としての活用も図りながら効果的・効率的な運用を推進します。

＜展開方向２：公共施設の再編・再配置＞
【目的】
　将来にわたり適切な行政サービスの提供と効率的な行政運営の両立を図ります。

【手段】
◆「公共施設等総合管理計画」及び各個別計画に基づき、公共施設の保全・再編を推進します。
◆学校を地域コミュニティの拠点として有効活用できるよう、建て替えの機会を捉え、周辺の既存
施設との集約化や複合化・多機能化を推進します。

◆行政サービスの質の維持・向上を図るため、民間事業者の資金やノウハウの活用を推進します。

【展開方向の進捗状況を測定するための指標】

くにたち未来共創拠点矢川プラス（児童館、子育て支援施設、スタジオ、多目的ルーム等を複合化した施設）
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Ⅸ　基本施策の担当課一覧

Ⅸ



基本施策2　ジェンダー平等の推進と困難な問題を抱える女性への支援

第
３
次
基
本
計
画

166 167

Ⅹ　進捗状況を測定するための指標一覧

【政策１】　　人権・平和・ジェンダー平等

基本施策1　人権の尊重と平和の推進

Ⅹ
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【政策２】　　子育て・教育

基本施策３　安心して子どもを産み育てられる子育て支援 基本施策4　すべての子どもの主体的な権利が保障される子育ち支援
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基本施策５　学校教育の充実

【政策３】　　文化・生涯学習・スポーツ

基本施策6　文化・芸術活動の推進と歴史・文化遺産の適切な保護と活用
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基本施策7　生涯学習の環境づくり 基本施策8　スポーツの振興
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【政策4】　　保健・福祉

基本施策9　健康まちづくりの推進及び保健と医療の連携強化 基本施策10　高齢期の充実した生活への支援



基本施策11　しょうがいしゃの支援
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基本施策12　包摂的な地域づくりと包括的な相談支援

【政策5】　　地域・安全

基本施策13　防災体制の充実



基本施策15　地域コミュニティ・課題解決型コミュニティ活動の促進
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基本施策14　防犯対策の強化と消費生活環境の整備



基本施策18　循環型社会形成の推進
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【政策6】　　環境

基本施策16　花と緑と水のある環境づくり

基本施策17　環境の保全



【政策7】　　都市基盤

基本施策19　道路の整備と適正管理

基本施策20　交通環境の整備

基本施策21　魅力あるまちづくりの推進
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基本施策22　地域特性を活かしたまちづくりの推進

基本施策23　下水道の整備・維持・更新

【政策８】　　産業

基本施策24　商工業振興と観光施策による市域経済力の強化
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基本施策25　農業振興と農地保全の推進
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【政策９】　　自治体経営

基本施策26　変化に対応できる柔軟で効率的な行政運営



基本施策27　市民の市政参加と市内外への魅力・情報発信

基本施策28　将来にわたって持続可能な財政運営
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基本施策29　公共施設マネジメントの推進
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第 3 期基本計画  資料編

１　策定の経緯

( １） 基本計画企画会議

※各分科会の担当分野
第１分科会（子育て・教育）
第２分科会（保健・福祉）
第３分科会（都市基盤）
第４分科会（環境、産業、地域・安全、文化・生涯学習・スポーツ）
第５分科会（人権・平和・男女平等参画、自治体経営）

（２） 市民参画

２　主な個別計画一覧

【政策１】人権・平和・ジェンダー平等参画

【政策２】子育て・教育

【政策３】文化・生涯学習・スポーツ
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【政策４】保健・福祉

【政策５】地域・安全

【政策６】環境

【政策７】都市基盤

【政策８】産業



３　子どもヒアリング

（１）調査の概要
　第５期基本構想第３次基本計画の策定及び都市計画マスタープランの改訂を行うに当たり、
国立市子ども基本条例第８条に基づき、子どもの意見表明の機会を保障するため、矢川プラスや
市内でのイベント等において、小学生・中学生・高校生を対象としたヒアリング調査を実施しま
した。
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【政策９】自治体経営



（２）調査結果
　内容に個人・事業者等が特定されうるもの、表現が不適切なものなどについては修正(修正箇
所はアンダーラインを表示)又は削除をして掲載します。

①　国立市で好きな場所・魅力があると感じるところ、及びその理由
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②　国立市で直してほしいところ、及びその理由
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③　将来、国立市にどんなまちになってほしいか？
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④　国立市を良くしていくために自分たちでやってみたいこと、できそうなこと


